
会員各位

 令和８年６月23日

朝日信用金庫
理事長　伊 藤　康 博

令和８年度通常総代会の決議ご通知
拝啓  時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

　平素は格別のご愛顧を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、令和８年６月23日開催の令和８年度通常総代会

において、下記のとおり報告並びに決議されましたので、

ご通知申し上げます。
� 敬具

記
報 告 事 項
	 令和７年度（第102期）業務報告、貸借対照表、
	 損益計算書報告の件
	 上記の内容を報告いたしました。

決 議 事 項
第１号議案	 令和７年度（第102期）剰余金処分案承認の件
	 本件は、原案どおり承認可決されました。

第２号議案	 定款一部変更の件
	 本件は、原案どおり承認可決されました。
	 変更の内容は次のとおりです。
	 �総代定数を「150人以上200人以内」から「120人

以上200人以内」に変更。
	



第３号議案	 総代候補者選考委員選任の件
	 �総代候補者選考委員28名が選任され、委嘱いた

しました。

第４号議案	 退任理事に対する退職慰労金支出の件
	 �令和８年６月16日をもって退任された理事穴澤

孝行氏に対し、退職慰労金を支出することとし、
その具体的金額、支出の時期、方法等は理事会
に一任することで承認可決されました。

	
第５号議案	 会員除名の件
	 �信用金庫法第17条及び朝日信用金庫定款第15条

の規定に基づく会員除名が原案どおり承認可決
されました。

� 以　上



令和7年度【第102期】
令和7年４月▶令和8年３月

業務のご報告
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私たち朝日信用金庫は、
地域社会の発展と
お客さまの幸せに貢献するため、
いつも明るく前向きに行（考）動します。

□□企業理念□□
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ごあいさつ

平素より朝日信用金庫をお引き立ていただき、誠にありがとうご
ざいます。

このたび第102期通常総代会を開催し、令和7年度の決算報告、
ならびに剰余金処分等の議案をご審議賜りましたところ、満場一致
でご承認をいただきました。ここに謹んでその内容につきましてご
報告申し上げます。

さて、令和7年度の我が国経済は、物価高の進行や海外要因によ
る原材料不足等マイナス要素はあったものの、高い賃上げ率を背景
に、個人消費が下支えされたことや、企業によるDXを中心とした
設備投資の継続により、緩やかな回復基調となりました。

このような金融経済環境のもと、当金庫は、地域の中小企業に対
する迅速・円滑な資金供給や、様々なお客さまの課題解決につなが
るソリューションの提供等に努めてまいりました。具体的には、モ
ニタリングや事業性評価シートの作成により、お取引先が抱える課
題の把握に取り組み、専門部署による個別相談を数多く積み重ねて
まいりました。

一方、地域内の未取引先への訪問活動を積極的に推進し、地域で
の存在感を一層高める活動にも力を尽くしてまいりました。

そうした営業活動の結果、貸出金の期末残高は前年度対比502億
円の増加となりました。預金残高については、預金から投資へのシ
フトがあり同251億円の減少となったものの、預かり資産残高は
同250億円増加いたしました。収益面では、将来的な経営基盤拡充
を目的に新たなグループ引当を導入したことから当期純利益は
同15億円の減少となりましたが、業務純益では増益を果たすこと
ができました。また、保有有価証券の評価損益においては151億円
の含み益が確保されております。

本年も信用金庫としての本分と地元の皆さまへの感謝の心を忘れ
ずに、地域社会との共存・共栄が最も重要であるという企業理念の
もと、「親身で頼りになる金融機関」を目指すとともに、一層経営体
質の強化に努め、持続可能な地域社会の実現に尽力してまいります。

今後とも変わらぬご支援、ご協力を賜りますよう、よろしくお願
い申し上げます。

令和8年6月

理事長



業務のご報告

役員会
理事会は定例理事会が10回、臨時理事会が2回（それぞれ監事
もその都度出席）開催され、経営についての基本問題が審議され
ました。
定例監事会は6回、臨時監事会は1回開催され、監査業務につい
て意見交換が行われるとともに決算ならびに財産状況の監査が
厳格に行われました。
常務会は必要の都度随時開催されました。

会員・総代・役員の異動
令和7年3月末 令和8年3月末

会 員 107,316名 107,012名

総 代 154名 150名

役 員
理　事 12名 14名

監　事 4名 4名

執 行 役 員 6名 6名

職員の状況
令和7年3月末 令和8年3月末

男 808名 811名

女 499名 484名

計 1,307名 1,295人

出資金の状況
令和7年3月末 18,806,866,500円

令和8年3月末 18,494,992,500円



1 年のあゆみ

令和７年［2025］ 

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

10月

11月

12月

1 月

2 月

3 月

１日「朝日サステナビリティ・リンク・ローン」（朝日SLL）の取扱
いを開始

▶ 22日 荒川区と気候変動適応法に基づく指定暑熱避難施設等に関する
協定を締結

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

10月

11月

12月

1 月

2 月

3 月

24日 令和7年度「通常総代会」を開催

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

10月

11月

12月

1 月

2 月

3 月

7日 浅草支店 清川出張所が新築移転オープン

▶ 28日 投資信託および保険等に関する専用窓口「金融資産サポートデ
スク」を新設

▶ 29日 第44回信用金庫PRコンクールのパンフレット・冊子部門で 
優秀賞を受賞

▶ 29日 第16回信用金庫保険窓販表彰制度で特別賞を受賞

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

10月

11月

12月

1 月

2 月

3 月

1日 当座貸越（事業性CL）「朝日プライムⅡ」の取扱いを開始

▶ 7日・9日 こすもす倶楽部「第29回明治座観劇会」を開催（全2回）
▶ 9日～「朝日創業塾」を台東区・江戸川区で開催（全4回）

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

10月

11月

12月

1 月

2 月

3 月

14日「朝日ONE定期預金」の取扱いを開始

▶ 17日「年金ご予約サービス」の取扱い開始

▶ 19日 松戸市と「松戸市の地域経済活性化に関する包括連携協定」を
締結

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

10月

11月

12月

1 月

2 月

3 月

1日 東京都スポーツ推進企業に認定

▶
11日・
12日

「第3回タイ（バンコク）テスト販売・ハイブリッド商談会」を
開催

▶ 19日「販路開拓セミナー」を開催

令和８年［2026］ 

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

10月

11月

12月

1 月

2 月

3 月

5日～ 海外旅行「サンライズStory」で「ニュージーランド6日間の
旅」を開催

▶ 25日 海外送金事務「優績決済表彰」を15年連続で受賞

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

10月

11月

12月

1 月

2 月

3 月 18日 朝日ビジネスマッチング2025 大手バイヤー商談会を開催



科 目 第101期
（令和7年3月末）

第102期
（令和8年3月末）

（資産の部）
現 金 20,450 18,228
預 け 金 385,005 335,494
金 銭 の 信 託 17,287 17,369
有 価 証 券 363,009 390,684

国 債 17,442 15,178
社 債 139,184 157,668
株 式 37,749 54,016
そ の 他 の 証 券 168,632 163,821

貸 出 金 1,470,919 1,521,191
割 引 手 形 8,372 5,416
手 形 貸 付 13,248 9,635
証 書 貸 付 1,378,444 1,431,764
当 座 貸 越 70,854 74,376

外 国 為 替 7,914 6,931
外 国 他 店 預 け 7,816 6,841
買 入 外 国 為 替 12 ─
取 立 外 国 為 替 85 90

そ の 他 資 産 17,207 14,682
未 決 済 為 替 貸 798 834
信 金 中 金 出 資 金 10,025 10,025
前 払 費 用 9 25
未 収 収 益 2,790 3,235
金 融 派 生 商 品 760 97
金融商品等差入担保金 279 32
そ の 他 の 資 産 2,544 432

有 形 固 定 資 産 31,993 31,310
建 物 12,472 12,121
土 地 17,627 17,672
リ ー ス 資 産 1,134 975
建 設 仮 勘 定 232 44
その他の有形固定資産 526 497

無 形 固 定 資 産 2,765 3,483
ソ フ ト ウ ェ ア 438 359
リ ー ス 資 産 37 30
その他の無形固定資産 2,289 3,092

繰 延 税 金 資 産 2,731 ─
債 務 保 証 見 返 1,931 1,865
貸 倒 引 当 金 △ 14,906 △ 17,409

（うち個別貸倒引当金） （△ 3,872） （△ 5,924）
資 産 の 部 合 計 2,306,310 2,323,833

（単位：百万円）

貸借対照表



科 目 第101期
（令和7年3月末）

第102期
（令和8年3月末）

（負債の部）
預 金 積 金 2,181,660 2,156,522

当 座 預 金 82,380 75,258
普 通 預 金 993,983 1,013,771
貯 蓄 預 金 26,895 26,935
通 知 預 金 1,873 2,097
定 期 預 金 1,033,345 994,541
定 期 積 金 26,597 24,409
そ の 他 の 預 金 16,583 19,509

コ ー ル マ ネ ー ─ 29,500
債券貸借取引受入担保金 1,302 ─
外 国 為 替 211 227

未 払 外 国 為 替 211 227
そ の 他 負 債 8,609 12,731

未 決 済 為 替 借 822 907
未 払 費 用 2,115 2,557
給 付 補 塡 備 金 7 20
未 払 法 人 税 等 1,463 2,035
前 受 収 益 74 70
払 戻 未 済 金 295 311
職 員 預 り 金 1,052 1,007
金 融 派 生 商 品 861 3,692
金融商品等受入担保金 12 55
リ ー ス 債 務 1,279 1,100
資 産 除 去 債 務 88 89
そ の 他 の 負 債 536 883

賞 与 引 当 金 563 574
退 職 給 付 引 当 金 3,330 3,211
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 226 194
睡眠預金払戻損失引当金 291 266
その他の偶発損失引当金 1,260 1,164
繰 延 税 金 負 債 ─ 297
債 務 保 証 1,931 1,865
負 債 の 部 合 計 2,199,387 2,206,557

（純資産の部）
出 資 金 18,806 18,494

普 通 出 資 金 18,806 18,494
資 本 剰 余 金 2,162 2,162

資 本 準 備 金 2,162 2,162
利 益 剰 余 金 80,931 85,367

利 益 準 備 金 9,140 9,790
その他利益剰余金 71,791 75,577

特 別 積 立 金 61,800 67,100
当期未処分剰余金 9,991 8,477

処 分 未 済 持 分 △0 △ 3
会 員 勘 定 合 計 101,900 106,021
その他有価証券評価差額金 5,022 11,254
評価・換算差額等合計 5,022 11,254
純 資 産 の 部 合 計 106,922 117,275
負債及び純資産の部合計 2,306,310 2,323,833

（単位：百万円）



（単位：百万円）

科 目 第101期
（R6.4.1～R7.3.31）

第102期
（R7.4.1～R8.3.31）

経 常 収 益 35,963 39,724
資 金 運 用 収 益 28,861 33,407

貸 出 金 利 息 20,073 22,751
預 け 金 利 息 1,514 1,965
有価証券利息配当金 7,060 8,430
その他の受入利息 212 260

役 務 取 引 等 収 益 3,500 3,736
受 入 為 替 手 数 料 1,034 1,046
その他の役務収益 2,466 2,689

そ の 他 業 務 収 益 202 406
国債等債券売却益 62 102
その他の業務収益 140 303

そ の 他 経 常 収 益 3,399 2,173
貸倒引当金戻入益 1,459 ―
償 却 債 権 取 立 益 308 253
株 式 等 売 却 益 1,127 652
金銭の信託運用益 229 982
その他の経常収益 274 285

経 常 費 用 27,308 31,861
資 金 調 達 費 用 1,691 4,130

預 金 利 息 1,455 4,000
給付補塡備金繰入額 6 28
借 用 金 利 息 9 ―
コールマネー利息 1 92
債券貸借取引支払利息 212 2
その他の支払利息 5 5

役 務 取 引 等 費 用 1,575 1,665
支 払 為 替 手 数 料 243 251
その他の役務費用 1,331 1,413

そ の 他 業 務 費 用 5,066 4,458
外 国 為 替 売 買 損 4,967 2,826
国債等債券売却損 65 1,613
金融派生商品費用 9 11
その他の業務費用 24 6

経 費 18,241 18,297
人 件 費 10,763 10,761
物 件 費 6,744 6,792
税 金 734 742

そ の 他 経 常 費 用 733 3,310
貸倒引当金繰入額 ― 2,505
貸 出 金 償 却 66 335
株 式 等 売 却 損 181 ―
金銭の信託運用損 38 ―
そ の 他 資 産 償 却 1 1
その他の経常費用 446 468

経 常 利 益 8,655 7,862

損益計算書



（単位：百万円）

（単位：円）

科 目 第101期
（R6.4.1～R7.3.31）

第102期
（R7.4.1～R8.3.31）

特 別 利 益 ― ―

特 別 損 失 155 47

固 定 資 産 処 分 損 155 26

減 損 損 失 ― 20

税 引 前 当 期 純 利 益 8,499 7,814

法人税、住民税及び事業税 1,819 2,444

法 人 税 等 調 整 額 195 464

法 人 税 等 合 計 2,014 2,908

当 期 純 利 益 6,484 4,906

繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ） 3,506 3,571

当 期 未 処 分 剰 余 金 9,991 8,477

科 目 第101期
（R6.4.1～R7.3.31）

第102期
（R7.4.1～R8.3.31）

当 期 未 処 分 剰 余 金 9,991,348,092 8,477,462,549

剰 余 金 処 分 額 6,420,148,309 4,962,361,638

（利 益 準 備 金） （650,000,000） （500,000,000）

（出資に対する配当金） （470,148,309） （462,361,638）

（出資に対する配当率） （年2.5％） （年2.5％）

（特 別 積 立 金） （5,300,000,000） （4,000,000,000）

繰 越 金（ 当 期 末 残 高 ） 3,571,199,783 3,515,100,911

剰余金処分計算書



信用金庫法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法
開示債権の保全引当状況

区 　 分 令和６年度 令和７年度

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 3,972 3,139
危険債権 51,227 55,155
要管理債権 3,849 3,646

三月以上延滞債権 ― ―
貸出条件緩和債権 3,849 3,646

小計（A） 59,049 61,941
保全額（B） 57,403 60,372

個別貸倒引当金（Ｃ） 3,872 5,924
一般貸倒引当金（D） 219 200
担保・保証等（E） 53,311 54,247

保全率（Ｂ）／（Ａ）　　　（％） 97.21% 97.46%
担保・保証等控除後債権に対する引当率

｛（Ｃ）+（Ｄ）｝／｛（Ａ）－（E）｝ 71.31% 79.60%

正常債権（F） 1,414,679 1,462,107
総与信残高（A）+（F） 1,473,729 1,524,049

（注）	１.	「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生
手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこ
れらに準ずる債権です。

	 ２.	「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営
成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性
の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。

	 ３.	「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸
出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額です。

	 ４.	「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅
延している貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」に
該当しない貸出金です。

	 ５.	「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減
免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決
めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び

「三月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。
	 ６.	「個別貸倒引当金」（Ｃ）は、貸借対照表上の個別貸倒引当金の額のうち、「破産更生

債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」の債権額に対して個別に引当計上
した額の合計額です。

	 ７.	「一般貸倒引当金」（Ｄ）には、貸借対照表上の一般貸倒引当金の額のうち、要管理
債権の債権額に対して引当てた額を記載しております。

	 ８.	「担保・保証等」（Ｅ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び
保証による回収が可能と認められる額の合計額です。

	 ９.	「正常債権」（Ｆ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であ
り、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」以外
の債権です。

	 10.	「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象とな
る債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の
全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私
募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その
他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並
びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借
又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

（単位：百万円）

令和７年度末における不良債権の状況



自己資本の構成に関する事項
項目 前期末 当期末

コア資本に係る基礎項目（1）　

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 101,430 105,559

うち、出資金及び資本剰余金の額 20,969 20,657

うち、利益剰余金の額 80,931 85,367

うち、外部流出予定額（△） 470 462

うち、上記以外に該当するものの額 △0 △3

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 11,033 11,485

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 11,033 11,485

コア資本に係る基礎項目の額	 （イ） 112,463 117,044

コア資本に係る調整項目（2）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）
の額の合計額 1,993 2,487

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの
以外の額 1,993 2,487

コア資本に係る調整項目の額　	 （ロ） 1,993 2,487

自己資本

自己資本の額　　（（イ）－（ロ））	 （ハ） 110,469 114,557

リスク・アセット等　（3）

信用リスク・アセットの額の合計額 1,072,927 1,181,400

資産（オン･バランス）項目 1,056,924 1,163,373

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポー
ジャーに係る経過措置（自己資本比率改正告示附則第12条第6
項）を用いて算出したリスク･アセットの額から経過措置を用い
ずに算出したリスク･アセットの額を控除した額

― ―

オフ･バランス取引等項目 15,272 17,543

CVAリスク相当額を八パーセントで除して得た額 730 483

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 ― ―

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して
得た額 51,460 52,574

資本フロア調整額 ― ―

リスク･アセット等の額の合計額	 （ニ） 1,124,387 1,233,975

自己資本比率

自己資本比率　（（ハ）／（ニ）） 9.82% 9.28%

（単位：百万円）

令和７年度自己資本・自己資本比率の状況

（バーゼルⅢ基準）

（注）�信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金
庫がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断
するための基準（平成18年金融庁告示第21号）に基づき算出しております。なお、
当金庫は、国内基準を採用しております。



以上のとおりご報告いたします。
令和８年６月

理 事 長 伊　藤　　康　博

専 務 理 事 岩　田　　光　司

同 松　山　　　厚

常 務 理 事 飯　倉　　博　史

同 小　林　　正　志

同 吉　際　　康　剛

同 富　山　　　誠

常 勤 理 事 木　下　　　学

同 竹　中　　　徹

同 廣　瀨　　尚　徳

同 穴　澤　　孝　行

同 豊　田　　正　弘

同 蒲　地　　久　司※1

非 常 勤 理 事 阪　本　　　清※1

以上の各項を調査し、その適正なことを認めます。

常 勤 監 事 村　山　　厚　也

非 常 勤 監 事 　森　　　健　輔

同 鈴　木　　敏　夫※2

同 倉　田　　淳　一

なお、貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書は、信用金庫法第38条
の２第３項の規定に基づき、有限責任あずさ監査法人による監査を受け、適
正である旨の監査報告を受理しています。
※１「総代会の機能向上策等に関する業界申し合わせ」に基づく職員外理事

です。
※2� 信用金庫法第32条第5項に定める員外監事です。



沿革

大正

12 8 3 有限責任信用組合都民金庫として発足

昭和

5 2 有限責任上野信用組合に名称変更

18 8 市街地信用組合法に基づき上野信用組合に組織変更

26 10 信用金庫法に基づき上野信用金庫に組織変更

29 4 内国為替業務取扱開始

37 3 預金量100億円達成

39 5 日本銀行と直接取引開始

43 3 庶民信用金庫と合併し、朝日信用金庫に名称変更

46 7 日暮里センター開設、オンラインスタート

46 11 東京手形交換所直接加盟

47 12 預金量1,000億円達成

59 9 外国為替公認銀行となる

平成

1 3 山口会長が全国信用金庫連合会の会長に就任

1 10 外国為替コルレス業務開始

2 9 預金量１兆円達成

3 6 山口会長が全国信用金庫協会の会長に就任

5 10 創立70周年でCIを導入

8 3 財団法人朝日中小企業経営情報センター設立

8 10 浅草信用金庫と合併

10 6 長野会長が東京都信用金庫協会の会長に就任

13 1 第４次オンライン・システムをスタート

13 3 長野会長が全国信用金庫協会の会長に就任

13 4 長野会長が信金中央金庫の会長に就任

14 1 江戸川・共積・文京信用金庫と合併

19 4 CSR経営を本格的にスタート

31 3 貸出金期中平残が１兆円到達

令和

2 8 預金量２兆円達成

3 6 伊藤理事長就任

5 7 株式会社朝日しんきんキャピタルパートナーズ設立

5 8 創立100周年

6 9 朝日しんきん事業承継投資事業有限責任組合設立



台 東 区 本 　 店 台東2ー8ー2 TEL.03（3833）0251

合 羽 橋 支 店 松が谷3ー18ー13 TEL.03（3844）6191

千 束 出 張 所 千束2ー17ー8
澤田コーポ1F

TEL.03（3875）2101

上 野 支 店 上野4ー8ー11 TEL.03（3831）0216

西 町 支 店 東上野1ー2ー1 TEL.03（3833）9241

こ と ぶ き 支 店 寿2ー10ー13 TEL.03（3844）3166

松 が 谷 出 張 所 松が谷1ー4ー4
中央スカイビル1F

ATM

浅 草 支 店 浅草4ー49ー12 TEL.03（3876）0701

清 川 出 張 所 清川1ー22ー12 TEL.03（3875）6811

根 岸 支 店 根岸4ー15ー11 TEL.03（3875）1401

浅 草 橋 支 店 浅草橋3ー17ー7 TEL.03（3864）5011

浅 草 雷 門 支 店 浅草2ー1ー13 TEL.03（3842）2521

千代田区 豊 島 町 支 店 東神田2ー1ー2 TEL.03（3862）0311

神 田 小 川 町 支 店 神田小川町3ー1 TEL.03（3292）5301

法 人 営 業 部 岩本町3ー6ー12
本部第2ビル3F

TEL.03（3862）2896

東京下町ネット支店 東神田2ー1ー2 （営業統括部内） TEL.0120ー55ー3741

荒 川 区 荒 川 支 店 町屋6ー1ー1 TEL.03（3895）3011

東 尾 久 支 店 荒川5ー31ー7 TEL.03（3895）2222

西 尾 久 支 店 西尾久2ー30ー1 TEL.03（3810）0111

荒 川 南 支 店 荒川1ー22ー11 TEL.03（3807）8711

北 区 西 巣 鴨 支 店 滝野川6ー3ー1 TEL.03（3916）5241

板 橋 区 板 橋 支 店 熊野町11ー8 TEL.03（3957）2101

赤 塚 支 店 熊野町11ー8 （板橋支店内） TEL.03（3957）2101

墨 田 区 押 上 支 店 業平3ー5ー8 TEL.03（3624）8241

本 所 支 店 石原1ー41ー8 TEL.03（3624）1411

向 島 支 店 向島3ー23ー8 TEL.03（3624）2411

八 広 支 店 八広2ー46ー8 TEL.03（3616）7171

立 川 支 店 立川1ー4ー10 TEL.03（3634）1211

東 向 島 支 店 東向島4ー43ー9 TEL.03（3619）4311

足 立 区 足 立 支 店 関原3ー39ー3 TEL.03（3840）1511

千 住 支 店 千住柳町7ー1 TEL.03（3870）1211

西 新 井 支 店 西新井1ー20ー14 TEL.03（3898）1501

六 月 支 店 六月2ー1ー16 TEL.03（3858）2811

江 北 支 店 江北1ー33ー15 TEL.03（3856）0311

文 京 区 湯 島 支 店 湯島2ー1ー5　 TEL.03（3814）5261

根 津 支 店 千駄木2ー44ー3 TEL.03（3822）2411

神 明 支 店 本駒込5ー73ー10 TEL.03（5685）5011

大 塚 支 店 大塚5ー9ー2
新大塚プラザ2F

TEL.03（3957）3555

小 石 川 支 店 春日1ー11ー8 TEL.03（3812）2261

64店舗（うち有人出張所５・インターネット支店１）８店外ATM

朝日信用金庫ネットワーク



葛 飾 区 堀 切 支 店 堀切1ー40ー14 TEL.03（3696）0211

金 町 支 店 東金町3ー30ー13 TEL.03（3607）5108

江 東 区 猿 江 支 店 猿江1ー18ー2 TEL.03（3846）7881

中 央 区 日 本 橋 支 店 日本橋茅場町1ー2ー18
日本ビルディング別館7F

TEL.03（3663）0650

江戸川区 中 央 支 店 松江3ー15ー9 TEL.03（3652）1231

三 角 支 店 船堀7ー17ー27 TEL.03（3689）0531

船 堀 出 張 所 船堀3ー7ー20 TEL.03（3877）5511

総合区民ホール出張所 船堀4ー1ー1
タワーホール船堀B1F

ATM

船 堀 駅 出 張 所 船堀1ー8ー19 ATM

江 東 支 店 小松川3ー11ー1ー101 TEL.03（3682）4111

新 小 岩 支 店 松島3ー43ー15 TEL.03（3653）5551

大 杉 出 張 所 中央2ー18ー19 ATM

本 一 色 出 張 所 本一色1ー21ー3 ATM

同 愛 会 病 院 出 張 所 松島1ー42ー21
同愛会病院1F

ATM

し し ぼ ね 支 店 鹿骨3ー3ー9 TEL.03（3670）4191

南 篠 崎 支 店 南篠崎町4ー1ー16 TEL.03（3678）1121

小 岩 支 店 東小岩5ー25ー1 TEL.03（3671）5611

篠 崎 駅 支 店 篠崎町2ー7ー8 TEL.03（3678）8811

瑞 江 支 店 東瑞江3ー62ー31 TEL.03（3698）2611

スーパーヤマイチ出張所 江戸川3ー1ー6 ATM

一 之 江 駅 支 店 一之江8ー14ー1 TEL.03（3656）5541

な ぎ さ 支 店 南葛西6ー20ー4 TEL.03（5674）7011

葛 西 支 店 西葛西4ー1ー10 TEL.03（3680）1551

森山記念病院出張所 北葛西4ー3ー1
森山記念病院1F

ATM

東 葛 西 支 店 東葛西6ー31ー7 TEL.03（5696）5811

練 馬 区 大 泉 支 店 大泉学園町6ー12ー40 TEL.03（3921）3211

千 葉 県 行 徳 駅 前 支 店 市川市行徳駅前2ー13ー21 TEL.047（397）6211

原 木 中 山 出 張 所 船橋市本中山7ー4ー7 TEL.047（333）2123

と き わ 平 支 店 松戸市常盤平5ー16ー7 TEL.047（388）1211

馬 橋 支 店 松戸市西馬橋広手町7ー1 TEL.047（340）1181

埼 玉 県 三 郷 支 店 三郷市高州2ー399 TEL.048（956）0131

彦 成 支 店 三郷市高州2ー399
 （三郷支店内）

TEL.048（956）0131

戸 ヶ 崎 出 張 所 三郷市戸ヶ崎2ー134ー2 TEL.048（956）6011

本 部 千代田区東神田2ー1ー2 TEL.03（3862）0321

日 暮 里 セ ン タ ー 荒川区東日暮里5ー46ー7 TEL.03（3891）9331

（令和8年5月31日現在）
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